社会福祉法人の今日的課題を問う
厚生労働省では社会福祉法人のあり方について『社会福祉法人の在り方等に関する検討会』において審議されましたが、社会福祉法人の将来を展望したとき重大な観点にご注目いただきたく稚拙ではありますが意見を纏めさせていただきました。
　
　　１．私利私欲で独裁体制の社会福祉法人
措置制度下での社会福祉法人の多くは、法人設立に当たって、その基本財産、主に施設建設用の敷地は、個人所有の広大な土地を設立法人に寄附し、補助金などを受けて施設を建設し、土地を寄附した人がその法人の理事長に就任することが一般的でした。就任後の理事長は法の規定に従い、実働に伴う報酬のみで、その役員であることによる報酬は一切ありません。文字通り社会奉仕であり名誉職でした。
介護保険制度導入後も多くの社会福祉法人の理事長は献身的に、福祉の実現に努力され、理事会などの会議の際に、その法人の規定により支払われる交通費などは経理処理の関係から受理はしたが、その場で全額法人に寄附をして帰られる役員等がいられた法人も珍しくありませんでした。
ところが、残念なことに社会福祉法人の社会的役割、社会福祉が公益性のある法人であることの自覚を失った、私利私欲と独善的・独裁的で無責任な経営をする法人が近年は目立っています。それは、介護保険制度導入後以降が顕著であると私は感じています。
実例で問題点を考察します。

	法人名
	社会福祉法人　ひまわりの会
	主な事業内容
	特別養護老人ホーム　緑陽苑

	代表者名
	理事長　千葉新也
	
	有料老人ホーム　緑陽白鳥ホーム

	所在地
	川崎市麻生区栗木台1丁目12番1号
	
	グループホーム　さいわいの樹

	設立年月日
	平成元年3月1日
	
	ほか

	問　題　点
	説　　明

	理事長の報酬が根拠不明確のまま支出されている。（再指摘）※１
	指導監査により指摘（３）根拠のない不当な支出で横領罪疑惑も

	不動産（土地･建物）寄附受納に当たって理事会・評議員会の承認がない。※２
	指導監査により指摘（６）資金の流れに疑惑も

	委託業者への支払い根拠になる書類（契約書・仕様書など）が見当たらない。※３
	指導監査により指摘（10）資金の流れに疑惑あり。業者と理事長の個人的つながりを問題にする声も

	　施設計画応募書類作成に関連して複数の業者からその費用を請求され、それら業者への代金の支払いについては、理事長に一任すると議決、それら業務委託に関する一切の書類は作成・保存されていなかった。
	　指導監査により指摘（１１）この指導監査は内部告発に基づいて監査を行い、確認されたと言われている。支出に関し理事長に一任する議決すること事態、明らかに疑惑を生む余地を生み出している。

	　これに関連して預金通帳から現金210万円が引き落とされているが、それに係る稟議書、会計伝票等はなく、また、現金出納帳や総勘定元帳にもその記録はなかった。未払金50万円の不適正な現金管理等などあり。※４
	　金銭の処理に関しては、処理実態を調査し、責任の所在を明確にし、不正が発覚した場合には背任・損害賠償請求も視野に検討する意見もある。

	その他、現理事長を知る人の声※５
	　


※１　現理事長は現在、月額80万円の報酬を得ている。川崎市の指導監査（平成25年5月17日、平成25年8月1日の2回）で、次のように指摘された。
	理事長実働報酬については、役員報酬規程により報酬として支払うのか、給与に関する規程により給与として支払うのかが、ヒヤリングでお伺いしたところ明確ではありません。報酬として支払うのであるならば、役員報酬規程第4条の各号は理事が理事長の命を受けて業務を行う際の規定であるため、理事長に対する報酬については規定されていません。また、現在は給与として支払っているとのことですので、給与として支払うのであれば、就業規則等を改めてください。

なお、どちらで支払うのかを明確にした上で、理事会の承認を受け、その結果を川崎市に報告してください。（再指摘）　


　　　　法人が定めている役員及び評議員の報酬等に関する規程を見ると次のとおりであった。　　　　
	第4条　理事が法人及び施設の運営の為に以下の業務にあたった場合は、別表２により報酬及び交通費を支払う事が出来る。但し勤務実態を証明できる記録を残すことを条件とする。


とあり、以下１号から5号の総ての号では、確かに理事長の命を受けて行う業務について規定されており、理事長の報酬については規定されていない。
つまり、理事長に報酬として支払うなら報酬規程の改訂が必要であり、給与として支払っているならば就業規則等の改定が必要との指摘である。
指導監査の際、法人は『現在は給与として支払っている』と説明しているようだが、指導監査の結果に対して法人は『役員報酬規程（第4条）を3月末までに改定する予定』と回答している。

しかし、理事長の報酬が該当するように第4条を改定しても、その別表２（現行）の冒頭には次のように規定している。　　　　
	　　　　　区　　　分
	報　　　酬
	交　通　費

	理事長実働報酬（年額）
	9,600,000円

（月額800,000円）
	無し


指導監査では、この別表２にある理事長報酬の規定の仕方には言及していないが、第4条で理事長報酬が該当するように改定しても、この別表２の理事長報酬に関する規定内容は社会福祉法人定款準則に規定する『勤務実態に即して支給することとし、役員の地位にあることのみによっては、支給しない』に反するのではないか。
　　　定款準則等には、勤務実態の判断基準についての明確な規定は見当たらないが、少なくも勤務時間・勤務形態等に応じたものが求められると考えられる。
　　　別表２のような勤務実態を明らかにせず、包括的に年額を規定することは、さらに今後も継続する深刻な課題と思われるし、適切な改定が実施されるまでの間の支払いに関しては根拠のない支払いとなることは明白である。さらに深刻なことは後述する租税特別措置法や公益法人としての基本に関わる問題があることを指摘しなければならない。
　　　この事態に至ったのは過去の経緯があった。
前理事長は無報酬だった。しかし、前理事長が現理事長に理事長就任を依頼するにあたり、前理事長の配慮から月額10万円の報酬を約束し、当初はその額で実施していた。

前理事長時代には社会福祉法に従い、理事の中に施設長が含まれていたが、現理事長に変わった際、意見の相違から（？）理事長はその理事を退任させ、外部から理事長が気に入った人を理事に迎えた。

その直後、川崎市の指導監査で、『施設長などを理事に加えること』との指摘を受けた。理事長は、ただちに『総施設長』という役職を新規につくり、自ら就任した。これで指摘された事項はクリアしたかに見えたが、勤務の実態がない。
次の指導監査では、総施設長は勤務実態がないことを指摘された。理事長はこの指摘をクリアするために女性職員にﾀｲﾑｶｰﾄﾞを打刻させた。これで書類上は総施設長は常勤状態になったが、この不正打刻に気付いた勤務管理をしていたパートの事務職員は、打刻を代行したと思われたその女性に質したところ、理事長は勤務管理をしていたこの事務職員の雇用契約の継続を拒否し、実質的に解雇をした。事務職員は『不正打刻を指摘したことにより雇用継続を拒否した』と主張し、理事長は『単に契約を継続しなかっただけ』と、現在横浜地方裁判所川崎支所で係争中である。裁判の中で、理事長は不正打刻をさせていことは認めている。
所轄庁である川崎市としては、不正打刻が公になっているものを放置することは共犯と非難されかねない。事実関係を確認して適切な行政処分をすべきではないか。処分が遅くなればなるほど公益法人の資金が、不当な個人的利益をもたらすことになるのではないか？
※２　施設を利用されていた方が利用中に亡くなられ、遺族からお世話になったことに感謝し、土地建物を法人に寄附をしたい旨の申し出があった。
寄附者の意向は『ミニデイサービスや職員宿舎など福祉のためにお役に立てて欲しい』というものであった。寄附者としては、直ぐにでも使ってもらえるようにと、傷んでいた屋根を補修し、使えそうな要らなくなった椅子やテーブルなど家具を補修して建物内に残した。
寄附後、理事長から寄附者に電話があり、『川崎市に問い合わせたところ、デイサービスや職員宿舎は、許可されないので、営繕費などに使いたい』という趣旨の話があった。（後に寄附者が川崎市に照会したところ川崎市に問い合わせたというのは虚偽であったことが判明）寄附者は直ちに土地建物を見に行ったところ、既に建物の入り口のドアは撤去され補修した家具は室内にあった模様だったが悔しく、恐ろしいので見る勇気もなかったという。恐らく処分されている模様。大切にしていた庭の樹木は切り倒されていたと、寄附者は後に語ってくれた。寄附者は『寄附をしたものであり、所有権は法人にあるので、どのようにされようと自由ではあるが･･･』と複雑な心境を話された。

　　　　数日後、登記簿謄本で横浜の不動産業者に売却されたことを知る。（建物は撤去されて更地状態）さらに2週間後東京の不動産業者に売却される。短期の転売（土地転がし）は如何に安価で売却されたかとの思いと同時に、横浜の不動産業者は理事長と同じ川崎出身の同年代とのことで、一挙に裏金などの疑惑が高まっている。

こうした寄附があった際に必要な手続き、今回の場合であれば売却の決定、売却先の選定など当然必要な理事会、評議員会で論議もされず（川崎市の監査でも指摘）理事長個人が判断している形跡を感じさせる。

問題はさらに深刻な事態が浮上した。租税特別措置法第40条の規定により、不動産などを社会福祉のために寄贈した場合、寄贈者に対して課税免除の制度である。しかし、それは寄附目的が明確に社会福祉のために寄附されなければない。当然なことであり、厳格に適用されるべきである。

ところが、今回の場合、寄附者の意に反し、土地建物は売却されており、法を規定どおり解釈した場合、寄附者が土地建物を売却したと見做され、みなし課税されてしまうという。課税額を法人が負担するか否かが今問題になっている。善意の寄附が寄付者の意向に反して福祉に使われず、寄附をしながら課税されるという、理解し難い状況に追い込まれている。
所得税の問題は川崎市の所管とする問題ではないが、法人は寄附受け入れにあたって適切な手続きと、必要な書類が整備されていれば、あとは指導することはないのだろうか？市民の善意が踏みにじられる状況にあって、所轄庁として為すべきことがないのだろうか？

※３　清掃委託業者の問題である。現理事長になった時点で、これまでの委託業者は、清掃の仕方が良くないとの理由から解約、現在の委託業者（㈱ライフ）に変えた。委託料は前業者の約3倍（月額18万円から50～60万円）である。しかも、指摘しているとおり、業者との間には契約書も仕様書もない。ただ単に請求書に基づいて支出だけが発生している。

　　㈱ライフへの支払い額の中には『清掃費、お風呂消毒殺菌ほか費用、出向費、ｵﾝｺｰﾙ料、ﾜｯｸｽ費用等』の支出が指導監査で確認された。これらが、契約書も仕様書もなく施設から支出しているのだから明らかに契約条件によるものとは言え、委託契約ではあり得ない不当なものではないか？

現理事長は、異業種交流を目的としたNPO法人サポート倶楽部の理事であるが、この会員には様々な業態の事業者が参加している。今回の清掃委託業者はそこの会員であるといわれている。もし会員であれば当然、利益相反の関係にあると思われ、業者選定にあたって法人の理事会では理事長は参加せずに選定しなければならないが、その議事録すらない。
裏金が疑われる状況にあることは明白ではないか？所轄庁である川崎市は、利益相反関係や、資金の流れに不適切・違法な問題はないかの視点で追及すべきではないだろうか。
※４　　これだけ、現金の不正が明らかになっているにも関わらず、社会福祉法人の指導責任の立場にある所轄庁が刑事告発に踏切らないのか、疑問との意見もある。

　　　所轄庁である川崎市としては、支出に関し理事長に一任する決議や２１０万円の不自然な口座引き落としについて、今後は適切な流れになれば良いとの立場なのだろうか？今後のことと同時に、現実起こした事実に対する、行政指導は欠かせないのではないだろうか？
※５　　指導監査で何度となく『必要な書類がない』と指摘されているが、理事を解任させられた元理事の某氏からの情報によると『書類の中には、あるものもあるが、不味い書類は出していない』という。
　　　所轄庁の指導に対し従わない背景には、市役所や警察の上層部に繋がる人がいるからと横柄な態度がみられるという、理事長周辺を知る人からの情報もある。所轄庁である川崎市に対し、軽視しているとしか思えない。

　　　　現理事長の手法は、役員や評議員、管理職や一般職員までも、気に入らない人を次々に理由をつけて解雇や自主退職を迫るやり方で、イエスマンで固めている。牽制する機能が全くない組織だとの意見もあった。

　　　　平成25年の賞与の支給状況はそのことを明らかに示している。基準率を１として退職を迫っている職員に対しては0.1に抑え嫌がらせとしか思えない行動もとる。

　　　　　指導監査で、再指摘や再々指摘を含め文書指導だけで19項目という異常さ、労働組合の不当配転抗議に神奈川地方労働委員会や中央労働委員会が全面的に組合側の主張を認めたことなど、どれをとっても現理事長の末期症状としか思えない状況に至っている。

　　　　

２．現状の問題点
　言うまでもなく社会福祉法人は、公益性のある制度として発足しました。それにも関わらず、私利私欲で独善的・独裁的な社会福祉法人を生み出す背景は、社会福祉法に規定する組織上の問題と、介護保険制度の発足に伴う他の法人との差異が大きく作用しているのではないかと考えられます。
　１　矛盾した組織

社会福祉法人の組織について、社会福祉法と定款準則の定めを簡略的に纏めると『理事と監事は評議員が選任する。理事長は理事の互選により決定し、評議員は、理事会の同意を得て理事長が委嘱する。』となります。全く理解し難い循環状態にあります。この循環状態にあって、誰が主体となるのでしょうか。
1 歴史的に見た従来の社会福祉法人

社会福祉法人の基本財産である土地を寄附した者が理事長になることを前提にして発足した組織であれば、理事長に就任予定の周辺の協力者を中心に理事や監事、評議員を選任することが一般的かと思われます。当然、その人選は社会福祉法や法人審査基準、定款準則の規定に従ったものではありますが、理事長の意に合致した者が選任される傾向になることは目に見えています。

　それでも、従来の多くの社会福祉法人は、基本財産を寄附した法人開設した者が理事に就任しても、社会奉仕、名誉職として、協力する関係者が実務を責任もって実施している場合が多く、組織上の問題はあっても一定の社会的役割、福祉の役割を担ってきました。

2 循環状態が恣意的組織に

　　理事長は理事の互選によると、定款準則で決められている。しかし、理事選任を評議員会が行っても、評議員の選任も実質的には理事長が行っており、結果として、恣意的な組織になりやすいと思います。

　　監事は正に組織のチェック機能であり、法人監視の重要な役割であるにも関わらず、監事の
選任は、制度上は評議員会であり、実質的には理事長です。

　社会福祉法人の制度上、牽制機能となるのは、理事会の諮問機関と位置づけられている評議員会ですが、実質的には諮問機能を持たない組織が圧倒的であろうと思います。何故諮問機能が持てないか。

それは、社会福祉法第42条第1項で規定するように、評議員会は、理事の定数の二倍を超える数の評議員をもつて組織しますが、逆に言えば理事の全員が評議員を兼任することが可能です。例えば理事の定数６人に対し、評議員定数13人、そのうち6人は理事が兼任、7人が兼任していない評議員という事例は多く見られる組織です。しかも、評議員は理事長から委嘱された立場であり、評議員会は理事長が招集することが制度上規定されています。これで本当に理事会に対して自由に物が言える諮問組織といえるのでしょうか？

さらに、この評議員も、理事会の同意を得て理事長が委嘱する制度になっており、社会福祉法人は牽制機能のない、理事長の恣意的組織にならない方が不思議です。

現在の循環状態組織の社会福祉法人制度で公益性を確保するには、理事長の人格･善意だけが頼りなのでしょうか？

　③役員変更の課題
社会福祉法人設立時には、役員や評議員の選任にあたって、定款準則に従い、所轄庁から厳しい指導があります。その選任は次のような基準です。

理事は、社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係者を加えること。社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に法人運営の職責を果たし得る者であること。
監事のうち一人は法第４４条に規定する財務諸表等を監査し得る者、もう一人は社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係者であること。

評議員には地域の代表を加えること。また利用者の家族の代表が加わることが望ましいこと。
その他、役員、評議員共に親族等の特殊の関係がある者について一定の規制がかかっています。
任期は2年ですが、空白期間が生じないよう後任を選任（再選も可能）することになり、任期途中で欠員が生じた場合は速やかに後任を先の基準で選任することになります。
重大な課題がここにあります。後任選任にあたっては通常所轄庁の直接的な指導はなく、年に一度の『社会福祉法人現況報告書』において所轄庁に報告するだけで、法人の自主性に任されています。

総ての法人を性善説の立場に立ち、法人の自主性を尊重することは非常に理想的ではありますが、現実には残念ながら私利私欲で、福祉施設を私物化する役員もいます。所轄庁の干渉が必要ではないでしょうか？
④解任権はないのか？

　社会福祉法に基づく定款準則によれば、法人創設にあたっての役員等の選任基準は示されていますが、解任する制度は明確に示されていません。

しかし、社会福祉法人の所轄庁である各都道府県などは、社会福祉法人の指導にあたり、社会福祉法や社会福祉法人定款準則、社会福祉法人審査基準に基に、独自に指導文書を出していますが、その中には明確に『解任』について言及しているものも見られます。

『評議員会と理事会の意見が異なった場合、理事会は最終的な決定権をもっており、法人の意思決定を行うことができますが、制度的には評議員会の意見を尊重せず理事会で議決した場合、評議員会において理事を解任することも可能です』（社会福祉法人の運営に関する留意点　鳥取県福祉保健部　平成22年3月）　

　所轄庁が社会福祉法人の指導にあたって『解任』について言及している例は非常に少ないですが、組織の行き過ぎを防ぐ牽制機能としては理想的な指導です。

しかし、組織の循環状態にある現在の制度下では、そもそも理事会と評議員会との意見が異なることは先ずあり得ません。選任経過からみても当然なことです。しかも、仮に評議員会で理事の解任決議をしても、法人としての意思決定権のある理事会の前で効果の保障がありません。

　　　２　公益法人らしくない役員報酬規制
　社会福祉法人定款準則第8条第１項で役員の報酬について『役員の報酬については、勤務実態に即して支給することとし、役員の地位にあることのみによっては、支給しない』とあります。

　この部分に関しては租税特別措置法第40条の特例（譲渡所得等の非課税特例）を受けようとする場合に、国税庁長官の審査事項でもあります。これは、社会福祉法人が公益法人と位置づけているための必要規定と思われます。

　ところが、介護保険制度導入に伴い、福祉事業の環境が一変した感があります。例えば、介護老人保健施設は医療法人や社会福祉法人が経営することができます。株式会社や特定非営利活動（NPO）法人などが介護事業に参入したことによって例えば通所介護事業や有料老人ホームなど同一の事業を行っていても役員の報酬に明確な格差が生じてきました。公益法人である社会福祉法人が、普通法人の役員並みの報酬規定をつくりはじめました。

実例に見られるように、『理事長実働報酬（年額）9,600,000円』のような包括的な表現です。この規定の仕方をしても『勤務実態に即して支給』と言えるのか甚だ疑問です。
厚生労働省の所轄庁への指導では『役員の報酬については、その金額には踏み込まない』としているようですが、理事会決定さえ経ればその具体的な数値はどのような金額でも可能になってしまいます。理事会は理事長の思いのままになる組織が可能な現制度では例えば『理事長の報酬は実働に基づき支払う。その額は時給80万円とする』と議決し、規程を作成することも不可能ではない。月額にして80万円を限度とするか、理事長自ら80万円を超えた額を辞退するかしないかは別問題として、１ケ月わずか１時間の実働で８０万円の報酬も可能になってしまう。
この考え方を容認しては、社会福祉法人が公益法人として位置づけられている立場を自ら放棄することになるのではないでしょうか？

３　不十分な情報開示

　社会福祉法人の公益性を維持する上で情報の開示は非常に重要です。厚生労働省は平成
25年5月31日付けで、『社会福祉法人の運営に関する情報開示について』を通知し、社会福祉法人は抑営利性・公共性のある法人として、透明性を確保する必要から、改めて周知するよう要請しています。

確かに情報開示は公益法人として重要な意味を持ちますが、情報開示の具体的な内容として事業報告書、財産目録、貸借対照表、収支計算書、監査の意見書等の文書の閲覧だけで十分でしょうか？
　理事会や評議員会の議事録の公開の声もありますが、理事会や評議員会が形骸化していて、議事録そのものすら作成していない法人、議事録を作成していても、理事長など一部の理事の意見で事後にまとめている法人などが見られる現実に鑑み、一定のルールの下、理事会や評議員会の傍聴制度、監事監査に対しては立会い制度を検討すべき時代ではないでしょうか？
　
　４法人指導の限界
　社会福祉法人に対して所轄庁ができる指導・権限について、社会福祉法で定められています。
ここで注目すべきは所轄庁が『できる』規定であって『ねばならない』という強制的な規程ではないことも公益法人に対する指導としては弱腰のように思われます。
　社会福祉法第５６条では、社会福祉法人に対する一般的な監督としてその第１項では、厚生労働大臣又は都道府県知事若しくは市長（所轄庁との規定ではない）に「社会福祉法人の業務及び財産の状況を検査する権限」を認めています。
　そして、その２項では、所轄庁に「社会福祉法人が不適正な運営をする法人に対して期間を定めて必要な処置を命ずる」権限を認めています。
　また、その３項では２項の命令に従わないときは、「期間を定めて法人の業務の停止や役員の解職勧告」する権限を所轄庁に認めています。
　さらに、その４項では「法人が行政処分等に違反し、他の方法でも監督の目的が達成できないときなどは解散を命ずる」権限を所轄庁に認めています。
　５項では、所轄庁が解職を勧告しようとする時は、その法人に弁明の機会を与えることが規定され、その手続きが示されています。
　６項と７項では解職勧告を受けた法人は「代理人をたて自己に有利な証拠提出」ができることや、法人がとるべき事項が規定されています。 

　第５７条では法人が行う公益事業や収益事業の停止を一定の条件の下、所轄庁は命ずることができると規定しています。
　しかし、解職勧告に対しても業務停止命令に対しても、当然法人側からすれば、反論の権利を有し、行政不服審査法による裁判に訴える権利があるのは当然です。
法人を運営する者には運営権（公益性を理解しない方には経営権との認識か）があり、その権利の尊重と行政の横暴を防ごうとする法の趣旨と考えたいが、公益法人がこれで良いのか、はなはだ疑問です。
すなわち、所轄庁が解職勧告や業務停止を判断してから最高裁の判決などの強制力で実行されるまでの間の時間をどのように考えるかが問題です。所轄庁からみて、運営することが不適当と判断されていても運営が継続されているのです。
さらに、法人が運営する施設には一般の利用者がいます。この利用者の利用(生活)を守るために、安易に事業停止の命令も出せない背景もあります。公益性のある事業ですから一般法人にはない判断が必要になり、大胆なことができない指導実施の限界があります。
社会福祉法人の関係法令は、社会福祉法人は『そんな悪いことをする訳がない』という性善説の立場に立っているとしか思えません。公益性のある社会福祉法人ですから、公益性を維持する法体系に強化すべきと思います。
３．問題の原因と背景　

１　多くの業界から事業参入
　社会福祉法人の基本である公益性に疑問が顕著化し始めたのは、特に介護保険制度の導入以降と思われます。それは、施設系事業のように参入が限定される分野もありますが、介護事業が制度の異なる多くの一般法人が参入可能なところが大きな問題として見えてきました。

　株式会社のように、本来は利益追求が事業の目的にある法人と、公益法人である社会福祉法人が介護事業という同じ土俵に載せられ、同じサービスに対し同じ収入、一方は公益法人としての税制上の優遇処置はある見返りに、義務として法人の役員の報酬は「実働に見合う報酬のみ」という制限を加える、この違い・格差が経営者の意識を堕落させる素地を生んでいるように思われます。

　具体的には、『会社の経営者は会社にいても自宅に帰っても、寝ていても経営について考えているのだから、一般の社員のように会社にいる時間だけが労働時間ではないから、月収80万円や100万円は当然であり、あの特別養護老人ホームの経営者ならそれくらいの報酬は当然』これが市民感覚であり、経営者の感覚で、その言葉を何度ともなく聞かされてきました。

　

　　　２　市場原理主義の福祉

日本の介護保険制度の基本は市場原理主義です。それは、利用に当たっては利用希望者と介護事業者との対等な直接契約で成立します。

すなわち、介護を必要とする高齢者が「利用したい」、事業者が「利用していただきます」と合意すること、逆にいえば、介護を必要とする高齢者が「利用したい」と希望しても、事業者が「利用は無理」と断れば契約は成立しません。断る本音は「本人の様子では手がかかりそう」「介護度が低く収入が少ない」などがありますが、表向きには「医療的側面が多いのでウチでは対応が困難・・・」「利用申込が多いので、順番が遅くなる・・・」等など、こうして利用者を選別する結果、事業者の心理として、福祉事業とは縁のない筈の利益中心の姿勢が生れる根底にあるのではないかと思いますし、その現実の場面を見ています。
通所介護事業などなどは、利用者確保のために居宅介護事業所の介護支援専門員を訪ね、営業活動をしています。
に特別養護老人ホームは利用希望者が多く、中々利用が出来ないと言われているにも関わらず、利用者確保のために営業活動をしているのも現実です。少子化の日本の５０年後の話ではなく、現在の現実ですが、これは制度上の別の課題ですが、福祉事業者が営業活動をするという重大な基本的な問題です。
そもそも福祉とは何か、その基本の考えを振り返る必要があるように思われます。

福祉には、高齢者・障害者・女性・子ども・経済的な福祉（生活保護）などがありますが、福祉は他の事業とは根本的に大きく異なることがあります。

例えば、生活保護受給者が良い医療に恵まれ健康を取り戻し、道路が整備されバリアフリーがすすんだので、介助の手がなくても移動が容易になり、偏見がなくなり、理解ある社長に出会い、就労の機会を得たので、これまでお世話になっていた生活保護が打ち切られることになったとします。
この時、これまで生活保護を担当していた役所の担当者が絶対に言う筈のない言葉があります。『健康に気をつけて』『元気で仕事をがんばって』と励ましの言葉は言っても『またのご利用をお待ちしております』とは絶対に言いません。一般の市場原理に基づいたビジネスでは当然使われる言葉が、福祉に限っては言う言葉ではありません。それが福祉の本質と思うのです。

この例で言えば、福祉とは『良い医療』であり、『バリアフリー』であり、『介助の手』が必要なくなり、『偏見』がなくなり、『理解ある』人との出会いであって、福祉とは決して『生活を保護』するために現金を給付することが目的ではありません。福祉は自立支援のための環境づくりとも換言することで本質・基本がわかると思います。

この基本を無視したのが市場原理を基本にしている介護保険制度であり、その結果、公然と営業活動を実施する事業所が殆ど、否、すべてと言って差支えない状況です。介護保険制度が利益追求型を容認する体質の運営（経営）者を作り出したと感じています。
４．新しい提案
　事例のような私利私欲と独善的・独裁的な法人を生み出さないためにも、またそうした法人を健全な公益法人に変質してもらうためにも、組織の検討をしてみたいと思います。

　しかし、根本から改革を検討することは現行制度を否定せざるを得ないことも多く、机上の空論になりかねないため、基本的には現在の制度内で改革できることを提案します。それでも、現制度に規定されていないことを提案したり、解釈で許容範囲か否か微妙なことも提案する部分も生じるかと思いますが、理想的な公益性の法人を目指した結果です。

  なお、提案にある選任権や解任権、解任決議に伴う従う義務、傍聴制度、監事監査立会い制度は会員制度の会則に規定しようと考えています。
　
１　会員制度

　　定款準則第12条備考二に規定する会員制度を定款に定め、社団的な法人を提案します。
会員で組織する会員会議により組織内の権限を分散し一部の者の独走を防止します。会員会議の主な役割は次のように考えています。

　評議員の選任権　

理事候補及び監事候補を評議員会に推薦　

評議員の解任権　

理事及び監事の解任を評議員会に要請

理事会・評議員会の傍聴する権利
監事が行う監事監査に立ち会う権利

　２　評議員（会）
定款準則の規定の位置づけは理事会の諮問機関であり、牽制機能を期待され、所轄庁によっては理事解任決議も可能と指導しています。しかし、前述の組織の権限循環によって、実質的には効果が発揮できていません。そこで、二つの方法が検討してみました。
· 地域共同の評議委員制度の検討
　厚生労働省の諮問機関、第４回社会福祉法人の在り方等に関する検討会でも発言がありましたが、地域の複数の法人の評議委員を兼ねる制度です。この制度は、評議員選任権限の問題があることと、行政主導で実施するのが現実的であろうと思います。

◎現行の評議員制度内の検討
　これは、今回提案したい評議員（会）で、その主な役割は次のとおりです。
評議員と理事の兼任を認めない。

会員会議が推薦した理事候補及び監事候補について審議し選任
理事及び監事の解任決議（会員会議の要請又は評議員会の発議）　
会員会議の評議員解任決議に従う義務

評議員会を会員に傍聴を認める義務

３　理事（会）
主な役割は次のとおりです。
理事と評議員の兼任を認めない。

評議員会が決議した理事解任に従う義務

理事会を会員に傍聴を認める義務

４　監事
　監事については、評議員制度同様に二つの方法が検討可能です。
· 地域共同の監事制度の検討

　地域の複数の法人の監事を兼ねる制度が考えられます。外部監査に類似するところはありますが、法人とは独立性があり客観的なチェック機能としては理想的と考えられます。
ただ、監事の選任権限の問題があることと、行政主導で実施するのが現実的であることは評議員制度と同様です。
◎現行の評議員制度内の検討
　これは、今回提案したい監事で、その主な役割は次のとおりです。
評議員会が決議した監事解任に従う義務
監事監査実施にあたって会員に立会いを認める義務

６．提案に対する課題

新しい提案に、幾つかの検討余地があります。
1 会員制度
　基本的な考えとして、執行機関が理事（会）その牽制機関が評議員（会）、法人のチェック機能が監事、そして会員は市民をイメージしています。従って会員制度は参加資格に多くの制限を加えたくありませんが、参加資格は基本になることなので慎重な検討を要します。
2 法人の意思決議機関

  　社会福祉法人の法人意思の決議機関は理事会にあるにも関わらず、理事の解任が別の機関で決定することに無理がないだろうか。

3 運営権

制度では、法人の意思決定は理事会にありますが、運営（経営）責任と公益性の確保を理由とした改革案は、運営（経営）権に制限を加えることになり、矛盾するとの意見もあり、検討を要します。　

4 解任決議の有効性

  　法人経営の独走を許さない決定的な手段として、会員会議に評議員の解任権と評議員会に理事・監事の解任要請兼を与え、評議員会に理事・監事の解任権を与えましたが、その有効性に問題はないだろうか。　

5 傍聴･立会い制限

  　法人経営の透明性や牽制機能として、改革案では評議員会・理事会の傍聴制度、監事監査の立ち会い制度を設けましたが、例外規定が必要か否か検討を要します。
6 会員と役員（理事・監事）評議員の関係
役員・評議員は会員の内外から選任することになりますが、会員会議は、直接・間接で、役員・評議員の選解任権を持つため、牽制機能を持たせる必要があります。会員の中から役員・評議員を選任した場合は、その役員・評議員の会員資格の制限を検討する必要があります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
５．おわりに

　　社会福祉法人の公益性確保の視点から改革案を検討しましたが、問題点などご指摘いただきたく、宜しくご指導の程お願い申し上げます。
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　　　岡 田 光 也 68歳　　　　　　　　　　　　　　ﾒｰﾙ：salud55@mx2.tiki.ne.jp　　　　
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